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Ⅳ　農林漁業が輝く福井

ふくいのスマート農業加速化事業 404,516

[－]

未来に繋ぐふくいの農業応援事業 181,438

[259,434]

スマートエコ園芸推進事業 20,000

2,000

[30,000]

[2,000]

がんばれ特産産地！小さな農業応援事業 33,023

[28,213]

予 算 額
［７年度当初予算額］

（単位：千円）

（農林水産部園芸振興課）

　農業の担い手不足に対応するため、作業の効率化・省力化のためのスマート農業の導入
や作業を請け負うサービス事業体の取組みを支援します。
　　事業内容　スマート農業による経営改善に取り組む経営体の機械等整備への支援
　　　　　　　　　補助率　県１／２
　　　　　  　農業支援サービス事業体の立上げや事業拡大に必要な経費の支援
    　　　　　　　補助率　国１／２、定額
　　　　　　　スマート農業セミナーの開催
　　財　　源　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　等

　地域特産物の生産振興を図るため、サトイモやウメ等既存産地を下支えしている小さな
農家や集落営農組織等の新たなチャレンジを支援します。
　　事業内容　　 生産者集団および個人農業者による規模拡大や加工品開発など新たな
　　　　　　　　 取組みを支援
　　　　　　　　　 　補　助　率　県１／２
　　　　　　　　　　 補助上限額　２４０万円／組織
　　　　　　　　　　　 　　　　　１２０万円／個人

　　　　　　　　　 　補　助　率　県１／２
　　　　　　　　　　 補助上限額　２４０万円

（農林水産部園芸振興課）

　経営規模の拡大による水田農業の経営改善、園芸産地の拡大等、稼げる農業経営の実現
を支援します。
　　事業内容　経営規模の拡大による経営改善に取り組む経営体の機械等設備への支援
　　　　　　　産地再生のための既存ハウス等の再整備への支援
　　　　　  　規模拡大が困難な小規模経営体の営農継続に必要な機械の導入支援
    　　　　　　　補助率　県１／６～１／３
　　　　　　　新規就農者が新たに就農する際の経営開始にかかる機械等設備への支援
    　　　　　　　補助率　国１／３～１／２、県１／６～１／４
　　財　　源　新規就農者育成総合対策　等

（農林水産部園芸振興課）

　園芸算出額の増加とカーボンニュートラルの達成に向け、ＣＯ２排出量の削減に寄与す
る大規模園芸施設の導入を支援します。
　　事業内容　　 ＣＯ２排出量を削減できる大規模園芸施設等の整備
　　　　　　　　　 　補助率　国１／２、県１／１０（市町１／１０）
　　　　　　　　 経営初期の雇用支援（１００万円／年を５年間）
　　　　　　　　 燃油・電気等の使用量の削減を目的とした省エネ設備等の導入を支援
　　　　　　　　　 　補助率　県１／３～１／２

　　　　　　　　　 　補助率　県１／２
　　財　　源　　 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

（農林水産部園芸振興課）

2月補正

2月補正

当初予算

6年度2月補正

7年度当初予算
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医療機関・福祉施設における省エネ設備等導入支援事業 320,586

[436,530]
（健康福祉部地域福祉課、長寿福祉課、障がい福祉課、児童家庭課、

健康福祉部健康医療局地域医療課、医薬食品・衛生課）

　物価高騰等が続く中、医療機関・福祉施設の省エネ設備の導入を支援し、コスト削減に
よる経営の安定化を図ります。
　　事 業 内 容　省エネ効果の高い設備の導入支援
　　補　助　率　県１／２
　　補助上限額　２００万円（下限２０万円）
　　対 象 経 費　高効率空調・換気設備、ＬＥＤ　等
　　財　　　源　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（国１０／１０）

2月補正

6年度2月補正
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（１５）環境保全・エネルギー

次世代自動車普及促進事業 119,204

[88,656]

 

若年層向け次世代自動車普及促進事業 13,200

[16,350]

共創会議関連事業

共創会議関連事業

予 算 額
［７年度当初予算額］

（単位：千円）

（エネルギー環境部エネルギー課）

　次世代自動車の県内普及を図り、運輸部門の「ゼロカーボン」化を推進します。

　　　　　　　　　   対 象 者　 　個人、民間事業者・団体
　　　　　　　　　   補 助 額　 　定額（ＥＶ・ＰＨＶ１０万円、ＦＣＶ５０万円）

　　　　　　　　　　 対 象 者　 　個人、民間事業者・団体
　　　　　　　　  　 補 助 額　 　定額１０万円

　　　　　　　　　　 対 象 者　 　個人、民間事業者・団体
　　　　　　　　　   補 助 額　 　国庫補助相当額の１／２

　　　　　　　　　　 補助上限　 　１５０万円（嶺南地域は２００万円）

　　　　　　　　　　 対 象 者　 　ＥＶ・ＰＨＶ、Ｖ２Ｈ、太陽光発電の３点を導入す
　　　　　　　　　　 　　　　   　る家庭・企業
　　　　　　　　 　  補 助 額　 　定額１００万円
　　　　　　　　 次世代自動車普及啓発事業
　　財　　源　　 電源立地地域対策交付金、寄附金（関西電力）　等

（エネルギー環境部エネルギー課）

　初めて自動車を購入することが多い若年層に対する次世代自動車の購入促進は将来的な
普及拡大に繋がるため、主に若年層を対象として県内普及を図り、運輸部門の「ゼロカー
ボン」化を推進します。

　　　　　　　　　   対 象 者　 　県内に住所を有する１８歳以上２９歳までの個人
　　　　　　　　　　 　　　　　 　または対象となる個人にリース契約した事業者
　　　　　　　　　   補 助 額　　 定額（普通ＥＶ４０万円、軽ＥＶ２５万円）

　　財　　源     電源立地地域対策交付金、寄附金（関西電力）
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企業の太陽光・蓄電池設備導入促進事業 54,270

[84,890]

住宅の太陽光・蓄電池設備導入促進事業 110,225

[46,585]

サプライチェーン連携脱炭素化支援事業 1,500

[－]

　県内企業を対象に、太陽光発電および蓄電池設備の導入に係る経費を支援することによ
り、再エネの地産地消の取組みを加速化し、県内全域において再エネの普及を図ります。
　　事業内容　　 自家消費型太陽光発電と蓄電池設備のセット導入支援補助金
　　　　　　　　   　補助要件　太陽光と蓄電池のセット導入
　　　　　　　　　   補 助 率　太陽光　５万円／ｋＷ
　　　　　　　　　　   　　　　蓄電池　県１／３（業務用 ６.３万円／ｋＷｈ以内、
　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　　　　家庭用 ５.１万円／ｋＷｈ以内）　
　　　　　　　　　   補助上限　１,１３０万円（太陽光５００万円、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　蓄電池６３０万円）
　　　　　　　   自家消費型太陽光発電設備の単独導入支援補助金
　　　　　　　　   　補助要件　太陽光の導入
　　　　　　　　　   補 助 率　太陽光　３万円／ｋＷ　
　　　　　　　　　   補助上限　３００万円

　　　　　　　　   　補 助 率　太陽光　２万円／ｋＷを上乗せ　
　　　　　　　　　   補助上限　２００万円
　　財　　源　　 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金、寄附金（関西電力）

（エネルギー環境部エネルギー課）

　県内住宅を対象に、太陽光発電および蓄電池設備の導入に係る経費を支援することによ
り、再エネの地産地消の取組みを加速化し、県内全域において再エネの普及を図ります。
　　事業内容　　 自家消費型太陽光発電と蓄電池設備のセット導入支援補助金
　　　　　　　　 　　補助要件　太陽光と蓄電池のセット導入
　　　　　　　　 　　補 助 率　太陽光　７万円／ｋＷ
　　　　　　　　 　　　　　　　蓄電池　県１／３（５.１万円／ｋＷｈ以内）　
　　　　　　　　 　　補助上限　６０.５万円（太陽光３５万円、蓄電池２５.５万円）
　　　　　　　　 自家消費型太陽光発電設備の単独導入支援補助金
　　　　　　　　 　　補助要件　太陽光の導入
　　　　　　　　 　　補 助 率　太陽光　５万円／ｋＷ　
　　　　　　　　 　　補助上限　２５万円

　　　　　　　     　補 助 率　太陽光　３万円／ｋＷを上乗せ　
　　　　　　　　     補助上限　１５万円
　　財　　源　　 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金、寄附金（関西電力）

（エネルギー環境部エネルギー課）

　サプライチェーン上の県内中小企業が連携して行う脱炭素化に向けた取組みを支援しま
す。
　　事業内容　脱炭素化へ向けた調査や勉強会等を支援
　　補 助 率　県１／２
　　補助上限　５０万円
　　財　　源  地域未来交付金

共創会議関連事業

共創会議関連事業

（エネルギー環境部エネルギー課）

2月補正
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省エネ家電購入促進事業 366,144

[257,636]

県有施設照明ＬＥＤ化事業 48,840

〈926,920〉 

[－]

家庭の省エネ（デコ活）推進事業 29,060

[35,381]

ふくいエコはぴねす住宅推進事業 49,252

[11,206]

（エネルギー環境部エネルギー課）

　電力使用量の削減による家計負担軽減を図るため、エネルギー使用量の大きな家電につ
いて、省エネ性能の高い製品の購入を支援します。
　　事業内容　省エネ性能の高い製品の購入者に「ふくいはぴコイン」を付与
　　対象製品　一定以上の省エネ性能を有するエアコン、冷蔵庫、高効率給湯器
　　支 援 額　エアコン・冷蔵庫　２０，０００円相当
　　　　　　　高効率給湯器　　  ４０，０００円相当
　　支援件数　約１２，３００件
　　実施期間　令和８年４月～１２月
　　財　　源　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（国１０／１０）

（エネルギー環境部エネルギー課）

〈債務負担行為〉

　脱炭素化や光熱費支出の削減、２０２７年に予定されている蛍光灯製造・輸入禁止への
対応のため、県有施設のＬＥＤ化を推進します。
　　事業内容　リース方式による県有施設のＬＥＤ化
　　対象施設　１１０施設（照明数：約４．７万台）
　　実施期間　令和７年度～１９年度

（エネルギー環境部環境政策課）

　２０３０年度の温室効果ガス排出量４９％削減に向けて、家庭における脱炭素化の取組
みを進めるため、身近な省エネ活動などに楽しく取り組む県民運動の輪を拡大します。
　　事業内容　環境アプリ「ふくｅｃｏ」を活用した省エネ促進のキャンペーン　等
　　財　　源　環境保全基金

（土木部建築住宅課）

　県の２０３０年度ＣＯ２削減目標４９％（国４６％）の実現に向け、省エネ住宅におけ
る県の独自基準（ふくいエコはぴねす住宅基準）の普及により、ライフサイクル（居住時
等）のＣＯ２排出量の削減、健康寿命の延伸を目指します。
　　事業内容　　 省エネ住宅の普及啓発・県内工務店振興支援

　　　　　　　　　 　補助対象　ふくいエコはぴねす住宅基準に適合する住宅
　　　　　　　　　　 補 助 額　新築１０万円
　　　　　　　　　　　 　　　　（子育て・若者夫婦・ＵＩターン世帯は２０万円）
　　　　　　　　　　　　 　　　全体改修５０万円
　　　　　　　　　　　　　 　　（子育て・若者夫婦・ＵＩターン世帯は１００万円）
　　　　　　　　　　　　　　 　ゾーン改修２０万円
　　　　　　　　　　　　　　　 （子育て・若者夫婦・ＵＩターン世帯は４０万円）
　　　　　　　　　　　　　　　 部分改修５万円
　　　　　　　　　　　　　　　 （子育て・若者夫婦・ＵＩターン世帯は１０万円）
　　財　　源　　 電源立地地域対策交付金

6年度2月補正

2月補正
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企業における省エネ設備等導入支援事業 220,329

[224,341]

地下駐車場改修事業 148,195

[5,929]

試験研究炉利用促進準備事業 19,989

[19,880]

原子力リサイクルビジネス推進事業 17,150

[1,042,111]

嶺南スマートエリア推進事業 85,373

[93,466]

（エネルギー環境部エネルギー課）

（産業労働部産業技術課）

　県内企業が行う省エネ・省ＣＯ２対策を支援することにより、エネルギー価格の高騰
および脱炭素社会の推進に対応した経営体質への転換を後押しします。
　　事 業 内 容　省エネ・省ＣＯ２効果の高い設備の導入支援
　　補　助　率　県１／２
　　補助上限額　６００万円
　　対 象 経 費　生産設備、空調機器、給湯器、ＬＥＤおよび冷凍冷蔵設備
　　　　　　　　（省ＣＯ２効果が３０％以上の設備 等）
　　財　　　源　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（国１０／１０）

　嶺南地域に人や企業を呼び込むため、市町や電力事業者と連携し、地域内のエネルギー
利用の最適化やＩＣＴを活用した魅力的なまちづくりを進めます。
　　事業内容　ＶＰＰと連動したＥＶカーシェア実証
　　　　　　　嶺南スマートエリア推進補助金
　　　　　　　　  補助率　県１／２
　　　　　　　「ふくいはぴコイン」を活用した節電チャレンジ
　　　　　　  上下水道設備をＶＰＰリソースとした容量市場への参画
　　財　　源　エネルギー構造高度化・転換理解促進事業費補助金　等

　「もんじゅサイト」に新たに整備される試験研究炉の理解促進活動を進めるとともに、
県内企業等が既存研究炉における研究成果等を共有し利用促進につなげるための研究会を
運営します。
　　事業内容　研究会の運営
　　　　　　　既存研究炉等における利用体験会の実施
　　　　　　　試験研究炉の活用等に関する学生向け講習会の開催
　　　　　　　既存研究炉等の利用に向けた専門家による支援
　　　　　　　既存研究炉等の利用補助
　　財　　源　電源立地地域対策交付金

（エネルギー環境部エネルギー課）

　廃止措置工事等への地元企業の参入を促進するため、原子力リサイクルビジネスに係る
人材育成やクリアランス制度に対する地域の理解促進活動を実施します。
　　事業内容　クリアランス集中処理事業等への地元企業の参入に向けた人材育成研修
　　　　　　　廃止措置や「クリアランス物」の再利用に対する地域理解の促進活動
　　財　　源　電源立地地域対策交付金

（エネルギー環境部エネルギー課）

（総務部財産活用課）

　車両事故の抑制および電気自動車の導入促進のため、県庁地下駐車場を改修します。
　　事業内容　立体式駐車場から平面式駐車場への改修
　　　　　　　電気自動車の充電設備設置

2月補正

6年度2月補正
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